
令和３年３月２１日

内閣府（原子力防災担当）

高浜地域と美浜地域の原子力防災について

福井エリア地域（高浜地域、美浜地域、大飯地域）の緊急時対応はこちら
https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kyougikai/02_fukui.html



１．内閣府（原子力防災担当）について

２．原子力災害時における国・自治体の体制

３．地域防災計画等の充実に向けた取り組み

４．地域防災力向上に向けた更なる取り組み
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１-１ 内閣府(原子力防災担当)の体制

内閣府（原子力防災担当）の組織は平成２６年１０月１４日に発足

内閣府 特命担当大臣（原子力防災）

内閣府 副大臣（原子力防災）

政策統括官(原子力防災担当) 

参事官(総括担当) 

参事官(企画・国際担当)

大臣官房審議官

内閣府 政策統括官
（原子力防災担当）

職員：約 70人

内閣府 大臣政務官（原子力防災）

参事官(地域防災担当) 

参事官(総合調整・訓練担当) 
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自治体の原子力防災計画、避難計画作成等の全面的な支援
→ 原子力発電所がある１３地域に「地域原子力防災協議会」を設置し、 国と関係自治体等が緊密

に連携し、計画の策定・充実強化の取組を実施中

１．地域防災計画の充実に向けた対応

２．関係道府県への財政的支援

放射線防護のための対策等について必要な財政的支援を実施
→ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金

自治体が行う防災活動に必要な資機材（放射線測定器、防護服等）の整備 等

→ 原子力災害時避難円滑化モデル実証事業
避難をより円滑に実施するためのモデル実証事業

→ 放射線防護対策等事業
即時避難が困難な病院等の要配慮者や住民等が屋内退避するための施設等の放射線防護対策事業 等

１-２ 内閣府（原子力防災）の業務

 原子力災害対策特別措置法に基づき、国、地方自治体、電力事業者が合同
で、原子力総合防災訓練を実施

３．原子力総合防災訓練の実施、道府県訓練の支援、防災業務関係者への研修

 自治体が行う原子力防災訓練を支援

 自治体職員等の防災業務関係者への研修を実施
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地域原子力防災協議会＜国＞

原子力規制委員会

原子力災害対策指針

原子力災害対策に関す
る専門的・技術的事項
を規定

＜県・市町村＞
県防災会議・

市町村防災会議

地域防災計画・避難計画

原子力災害対策指針、
防災基本計画に基づき、
地域の実情に精通した
関係自治体が作成

 原発が立地する１３の地
域ごとに、内閣府が設置

 内閣府、規制庁を始めと
した国の全ての関係省
庁と、計画を策定する関
係自治体等が参加

 各自治体の避難計画を
含む当該地域の「緊急
時対応」を取りまとめ、
原子力災害対策指針等
に照らして具体的かつ
合理的であることを確認

中央防災会議

防災基本計画

国、自治体、電力事業
者等がそれぞれ実施す
べき事項を規定

内閣府
（原子力防災担当）

国による自治体支援の実施、防護設備、資機材等への財政的支援

原子力防災会議

• 全閣僚と原子力規
制委員長等で構成
（議長：総理）

• 地域の避難計画を
含む「緊急時対応」
が原子力災害対策
指 針 等 に 照 ら し て
具体的かつ合理的
となっていることにつ
いて、国として了承

＜国による自治体支援の具体的内容＞

•計画策定当初から政府がきめ細かく関与し、要配慮者を含め、避難先、避難手段、避難経路等の確保等、

地域が抱える課題をともに解決するなど、国が前面に立って自治体をしっかりと支援

•緊急時に必要となる資機材等については、国の交付金等により支援

•関係する民間団体への協力要請など、全国レベルでの支援も実施

•一旦策定した計画についても、確認・支援を継続して行い、訓練の結果等も踏まえ、引き続き改善強化

報告
・

了承

事務局

支援

１-３ 地域防災計画・避難計画の策定と支援体制

支援

5



１．内閣府（原子力防災担当）について

２．原子力災害時における国・自治体の体制

３．地域防災計画等の充実に向けた取り組み

４．地域防災力向上に向けた更なる取り組み

6



２-１ 国の対応体制

・異常事態の通報義務
・要員派遣

原子力事業者

住民

関係市町

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

関係県
現地本部

緊急時モニタリングセンター

関係市町
連絡員

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣、
原子力規制委員会委員長 他

関係県
原子力災害対策本部等

被災者の
救援等の支援

要請

住民広報や避難計画等に基
づき避難・屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）

福井県高浜オフサイトセンター（高浜町）
福井県美浜オフサイトセンター（美浜町）

合同対策協議会

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

緊急事態応急対策活動

7



 一般回線が通信不全の時には、原子力災害対策用に整備されているTV会議回線を含む
専用通信回線を使用し、更に専用通信回線が不全の場合は、衛星回線を使って、連絡
体制を確保。

 その他、中央防災無線、衛星携帯電話等を使用し、連絡体制を確保。

２-２ 連絡体制の確保

防災情報ネットワーク防災行政無線

統合原子力防災ネットワーク衛星回線

防災ヘリコプター

地域衛星通信ネットワーク

中央防災無線

移動局

（公用車等）
消防機関

自衛隊部隊

福井県美浜オフサイト
センター（美浜町）

関係県

衛星携帯電話

原子力災害対策本部等の
国の機関

関係市町

＜一般回線及び専用通信回線が使用不能の場合＞

関西広域連合

（事務局：兵庫県庁）
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ひょうごけん

福井県高浜オフサイト
センター（高浜町）



＜関係県及び関係市町が整備する住民への主な情報伝達手段＞

ＴＶ会議等を活用し
迅速に情報伝達

情報伝達

原子力災害対策本部
（首相官邸）

住 民

関係県、関係市町

防災行政無線（屋外拡声子局） 防災行政無線（市町からの発信）

緊急速報メールサービス音声告知放送（戸別受信機）
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等

ホームページ等（美浜地域の例）

広報車

 防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合
は、国の原子力災害対策本部から、関係県及び関係市町に、その内容をＴＶ会議等を活
用し迅速に情報提供。

 関係県及び関係市町は、防災行政無線、音声告知放送、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、広報車
等を活用し、住民へ情報を伝達。

２-３ 住民への情報伝達体制（美浜地域の例）



２-４ 国の実動組織の広域支援体制

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応が困難な場合は、関係県、関係市町からの要請を踏まえ、政府をあげて、
全国規模の実動組織による支援を実施。

 ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰにおいて集約した関係自治体からの様々な要請に対し、原子力災害対策本部
（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組織
（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

UPZ

オフサイトセンター
（福井県高浜原子力防災センター、

美浜原子力防災センター）

災害派遣
原子力災害派遣
全国の陸・海・空の
自衛隊による支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警
察による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防
が所属する都道府
県単位による支援

巡視船艇
航空機の派遣

全国の管区海上保
安本部による支援

全国の実動組織による支援

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

現地における
各種要請の集約

原子力災害対策本部
（首相官邸）
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２-５ 自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

 福井県・京都府・滋賀県・岐阜県と関係市町との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。
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緊急時モニタリング支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立ち入り制限等

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時モニタリング支援
漁船等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

警察組織

消防組織

海上保安庁

防衛省
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 原子力発電所の所在する地域ごとに課題解決のため、「地域原子力防災協議会」を
設置して、関係道府県・市町村の地域防災計画・避難計画の充実化を支援。

 同協議会において、避難計画を含むその地域の緊急時における対応（「緊急時対
応」）が原子力災害対策指針等に照らして具体的かつ合理的であることを確認する。

 「高浜地域の緊急時対応」については、「第１回福井エリア地域原子力防災協議会」
（平成２７年１２月）で取りまとめ・確認が行われ、原子力防災会議（平成２７年１２月）
にて了承された。

 その後、高浜地域における内閣府・３府県及び関西広域連合との合同原子力防災
訓練（平成２８年８月）における教訓事項等を踏まえ、「第２回福井エリア地域原子力
防災協議会」（平成２９年１０月）において、１回目の改定を完了。

 さらに、平成３０年８月に実施した大飯発電所及び高浜発電所を対象とした国の原子
力総合防災訓練における教訓事項等を踏まえ、「第４回福井エリア地域原子力防災
協議会」（令和２年７月）において、２回目の改定を完了。

 「美浜地域の緊急時対応」については、「第５回福井エリア地域原子力防災協議会」
（令和３年１月）で取りまとめ・確認が行われ、原子力防災会議（令和３年１月）にて
了承された。

３-１ 地域防災計画等充実に向けた国の取組方針

地域防災計画等の充実に向けた対応
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たかはま みはま

３-２ 高浜地域及び美浜地域における取組状況

会議体

14

 福井エリア地域原子力防災協議会美浜地域分科会

※平成３０年1月より現在までに計９回開催

【構成員】

福井県、滋賀県、岐阜県
内閣府(原子力防災担当)、原子力規制庁、経済産業省
オブザーバ： 関西広域連合、各県警察本部、海上保安庁、陸上自衛隊 等

みはま

 福井エリア地域原子力防災協議会高浜地域分科会

※平成２７年３月より現在までに計３４回開催

【構成員】
福井県、京都府、滋賀県
内閣府(原子力防災担当)、原子力規制庁、経済産業省
オブザーバ： 関西広域連合、各県警察本部、海上保安庁、陸上自衛隊 等

たかはま



ＰＡＺ
（概ね半径5km圏）

UPZ
（概ね半径30km圏）

３-３ 原子力災害対策重点区域

○ＰＡＺ：Precautionary Action Zone
「予防的防護措置を準備する区域」
原子力発電所から概ね半径５ｋｍ圏内。
放射性物質が放出される前の段階から予防的に避難等を行う。

○ＵＰＺ：Urgent Protective action planning Zone
「緊急時防護措置を準備する区域」
ＰＡＺの外側の概ね半径３０ｋｍ圏内。
・全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階において、住民の屋内退避を
実施。

・放射性物質の放出後、原子力災害対策本部が緊急時モニタリングの結果に基づき空間
放射線量率が一定値以上となる区域を特定し、同本部長（総理大臣）の指示を受け一時
移転等を実施。
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３-４ 原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（緊急時活動ﾚﾍﾞﾙ：EAL（※1））
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（※4） 事態の規模、時間的な推移や現地の状況に応じてUPZ内においても段階的に避難等の予防的防護措置を実施する
場合あり。

PAZ内
〜概ね5km

UPZ内
概ね5km〜

30km
（※4）

施設敷地緊急事態
EAL（SE）

例）全交流電源喪失が
３０分以上

警戒事態
EAL（AL）

例）全交流電源喪失

全⾯緊急事態
EAL（GE）

例）炉⼼冷却機能喪失

施設敷地緊急事態要避難者（※3）の
避難・屋内退避の準備開始

施設敷地緊急事態要避難者（※3）の
避難開始・屋内退避

住⺠の避難準備開始

安定ﾖｳ素剤の服⽤準備

住⺠の避難開始

安定ﾖｳ素剤の服⽤

屋内退避の準備 屋内退避

 緊急事態の初期対応段階においては、放射性物質の放出前から、必要に応じた防護措置を講じる
こととしている。

 具体的には、原子力施設の状況に応じて、緊急事態を3つに区分。

UPZ外
概ね30km〜

（※5）

（※2）
（※2） （※2）

（※3）◯要配慮者（災害対策基本法第8条第2項第15号に規定する要配慮者すなわち⾼齢者、障害者、乳幼児その他の特
に配慮を要する者をいい、妊婦、授乳婦及び乳幼児の保護者等を含む。）のうち、避難の実施に通常以上の時間
がかかり、かつ、避難の実施により健康ﾘｽｸが⾼まらないもの

◯要配慮者以外の者のうち、次のいずれかに該当し、かつ、早期の避難等の防護措置の実施が必要なもの
(ｱ)  安定ﾖｳ素剤を服⽤できないと医師が判断したもの
(ｲ)  (ｱ)のほか、安定ﾖｳ素剤を事前配布されていないもの

（※1） EAL（Emergency Action Level)︓緊急時活動ﾚﾍﾞﾙ
原⼦⼒施設の状況に応じて、避難や屋内退避等の防護措置を実施するための判断基準

（※2） （AL）＝Alert （SE）＝Site area Emergency （GE）＝General Emergency

（※5） UPZ内と同様に、事態の進展等に応じて屋内退避を⾏う必要がある。このため、全⾯緊急事態で、必要に応じて
住⺠等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を⾏わなければならない。



３-５ 原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ：OIL（※））

UPZ内
概ね5km〜

30km

数⽇内を⽬途に飲⾷物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を
特定

1⽇内を⽬途に区域を特定

対象地域の住⺠を、1週間程度
内に⼀時移転

数時間内を⽬途に区域を特定

1週間程度内を⽬途に飲⾷物中
の放射性核種濃度の測定と分析
を実施

対象地域の⽣産物の摂取を制限避難（移動が困難な者の⼀時屋
内退避を含む）の実施

基準を超えるものにつき摂取制
限を迅速に実施避難等される住⺠等を対象に避難退域時

検査を実施して、基準を超える際は簡易
除染【OIL4】

UPZ外
概ね30km〜

 放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる
限り低減する観点から、数時間から1日内を目途に住民等について避難等の緊急防護措置を講じる。

 また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避する
観点から、1週間程度内に一時移転等の早期防護措置を講じる。

UPZ内と同じ
（※）OIL( Operational Intervention Level)︓運⽤上の介⼊ﾚﾍﾞﾙ

放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞなどの計測された値により、避難や⼀時移転等の防護措置を実施するための判断基準

緊急防護措置
500μ㏜/h超過

早期防護措置
20μ㏜/h超過

飲⾷物摂取制限
［飲⾷物に係るｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準］

0.5μ㏜/h超過

【OIL1】 【OIL2】 【OIL6】

17



たかはま

３-６ 高浜地域の原子力災害対策重点区域の概要

 高浜地域における原子力災害対策重点区域は、PAZ内は福井県高浜町、京都府舞鶴市、
UPZ内は福井県、京都府、滋賀県の7市5町にまたがる。

（舞鶴市のUPZ内の大浦半島の一部の住民については、避難経路がPAZ境界周辺を通ることから、PAZに 準じた避難を行うこととしている。（「PAZ拡
大図（※）」参照））

18

ＰＡＺ拡大図（※）

ＵＰＺ

福知山市

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/#9/35.795538/136.051941）
「白地図」国土地理院（http://maps.gsi.go.jp/#9/35.795538/136.051941）をもとに内閣府（原子力防災）作成

5km

ＰＡＺに準じた
避難を行う地域10km

ＵＰＺ

伊根町

ＰＡＺ

高島市

5km

30km

おおい町

小浜市

若狭町

＜概ね5km圏内＞
（予防的防護措置を準備する区域）：

Precautionary  Action Zone
⇒ 急速に進展する事故を想定し、放射性物質が放出さ

れる前の段階から予防的に避難等を実施する区域

1市1町（福井県：高浜町、京都府：舞鶴市）

住民数：高浜町7,651人、舞鶴市546人（大浦半島
の一部の住民を含む）

たか はま ちょう まい づる し

たか はま ちょう まい づる し おお うら

舞鶴市

宮津市

京丹波町

綾部市

＜概ね5～30km圏内＞
ＵＰＺ（緊急防護措置を準備する区域）：
Urgent Protective Action Planning Zone

⇒ 事故が拡大する可能性を踏まえ、屋内退避や一時移
転等を準備する区域

7市5町（福井県：高浜町、おおい町、小浜市、若狭町）、

（京都府：舞鶴市 、綾部市、南丹市、京丹波町、

福知山市、宮津市、伊根町）

（滋賀県：高島市）

住民数：159,554人

ふくいけん たかはま ちょう
お ばま し わか さ ちょう

きょうとふ まいづるし あや べ し なん たん し

しがけん たか しま し

きょう たん ば ちょう

ふく ち やま し みや づ し い ね ちょう

ちょう

高浜町

ＰＡＺ

いねちょう

ふくちやまし

あやべし

みやづし

みやづし

まいづるし

きょうたんばちょう

たかはまちょう

ちょう

おばまし

わかさちょう

たかしまし

人口：平成３１年４月１日時点

南丹市

なんたんし

宮津市
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 PAZ内人口は8,197人(PAZに準じた避難を行う地域を含む)、UPZ内人口は159,554人、
原子力災害対策重点区域内の人口は合計で167,751人。

たかはま

３-７ 高浜地域における原子力災害対策重点区域周辺の人口分布

関係市町名
PAZ UPZ

合 計（概ね5km圏内）
(PAZに準じた避難を行う地域を含む)

（概ね5～30km圏内）

福井県

高浜町 7,651 人 3,162世帯 2,778 人 1,156世帯 10,429 人 4,318世帯

おおい町 8,233 人 3,216世帯 8,233 人 3,216世帯

小浜市 29,262 人 11,997世帯 29,262 人 11,997世帯

若狭町 3,673 人 1,191世帯 3,673 人 1,191世帯

小計 7,651 人 3,162世帯 43,946 人 17,560世帯 51,597 人 20,722世帯

京都府

舞鶴市 546 人 235世帯 81,331 人 39,591世帯 81,877 人 39,826世帯

綾部市 8,086 人 4,104世帯 8,086 人 4,104世帯

南丹市 3,543 人 1,696世帯 3,543 人 1,696世帯

京丹波町 2,904 人 1,297世帯 2,904 人 1,297世帯

福知山市 449 人 196世帯 449 人 196世帯

宮津市 17,897 人 8,512世帯 17,897 人 8,512世帯

伊根町 1,398 人 604世帯 1,398 人 604世帯

小計 546 人 235世帯 115,608 人 56,000世帯 116,154 人 56,235世帯

滋賀県 高島市（※） 0 人 0世帯 0 人 0世帯

合 計 8,197 人 3,397世帯 159,554 人 73,560世帯 167,751 人 76,957世帯

※ 高島市の一部地域は原子力災害対策重点区域となっているが、対象地域に住民は居住していない。

たか はまちょう

ちょう

お ばま し

わか さ ちょう

まい づる し

あや べ し

なん たん し

きょう たん ば ちょう

ふく ち やま し

みや づ し

い ね ちょう

平成31年4月1日時点

ふくいけん

きょうとふ

しがけん たかしまし
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３-８ 美浜地域の原子力災害対策重点区域の概要

 美浜地域における原子力災害対策重点区域は、ＰＡＺ内は福井県美浜町及び敦賀市に、
ＵＰＺ内は福井県、滋賀県及び岐阜県の５市５町にまたがる。
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＜概ね５km圏内＞
（予防的防護措置を準備する区域）：

Precautionary Action Zone

⇒ 急速に進展する事故を想定し、放射性物質が放出され
る前の段階から予防的に避難等を実施する区域

ふくいけん みはまちょう つるがし

１市１町（福井県：美浜町、敦賀市）

住民数： 848人

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/#9/35.795538/136.051941）
「白地図」国土地理院（http://maps.gsi.go.jp/#10/35.703032/135.964050）をもとに内閣府（原子力防災）作成

みなみえちぜんちょう

お ばま し

わかさちょう

いびがわちょう

みはまちょう つる が し

えちぜん し えちぜんちょう

ながはま し たかしま し

みはまちょう つる が し

ＰＡＺ
5km

30km

ＵＰＺ

南越前町
みなみえちぜんちょう

越前市
えちぜんし

敦賀市
つるがし

美浜町
みはまちょう

若狭町
わかさちょう

小浜市
おばまし

琵琶湖

揖斐川町
いびがわちょう

長浜市
ながはまし

越前町
えちぜんちょう

高島市
たかしまし

＜概ね５～30km圏内＞
ＵＰＺ（緊急防護措置を準備する区域）：
Urgent Protective Action Planning Zone

⇒ 事故が拡大する可能性を踏まえ、屋内退避や一時移転
等を準備する区域

５市５町（福井県：美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、

南越前町、越前市、越前町）

（滋賀県：長浜市、高島市）

（岐阜県：揖斐川町）

住民数：278,044人 人口：令和２年４月１日時点

いびがわちょうぎ ふ けん

ふくいけん みはまちょう つるがし わかさちょう おばまし

みなみえちぜんちょう えちぜんし えちぜんちょう

しがけん ながはまし たかしまし



21人口：令和２年４月１日時点

 PAZ内人口は848人、UPZ内人口は278,044人、原子力災害対策重点区域内の人口は
合計で278,892人。

みはま

３-９ 美浜地域における原子力災害対策重点区域周辺の人口分布

関係市町名
PAZ UPZ

合 計
（概ね５km圏内） （概ね５～30km圏内）

福井県

美浜町 787 人 330 世帯 8,537 人 3,342 世帯 9,324 人 3,672 世帯

敦賀市 61 人 20 世帯 65,060 人 28,866 世帯 65,121 人 28,886 世帯

若狭町 14,559 人 4,996 世帯 14,559 人 4,996 世帯

小浜市 24,877 人 10,380 世帯 24,877 人 10,380 世帯

南越前町 10,407 人 3,419 世帯 10,407 人 3,419 世帯

越前市 82,363 人 30,829 世帯 82,363 人 30,829 世帯

越前町 21,218 人 7,267 世帯 21,218 人 7,267 世帯

小計 848  人 350 世帯 227,021 人 89,099 世帯 227,869 人 89,449 世帯

滋賀県
長浜市 23,750 人 9,090 世帯 23,750 人 9,090 世帯

高島市 27,224 人 11,774 世帯 27,224 人 11,774 世帯

小計 － － 50,974 人 20,864 世帯 50,974 人 20,864 世帯

岐阜県 揖斐川町 49 人 27 世帯 49 人 27 世帯

小計 － － 49 人 27 世帯 49 人 27 世帯

合 計 848   人 350 世帯 278,044 人 109,990 世帯 278,892 人 110,340 世帯

わかさちょう

いびがわちょう

おばまし

みはまちょう

みなみえちぜんちょう

つる が し

えちぜんし

えちぜんちょう

ながはまし

たかしま し

ふくいけん

しがけん

ぎふけん



３-10 PAZ内における防護措置の考え方

PAZ内の防護措置の基本的な流れ

避難準備
施設敷地
緊急事態
要避難者

住 民

施設敷地
緊急事態

警戒
事態

全面緊
急事態

避難準備

避難等
開始

避難
開始

施設敷地緊急事態となった場合には、PAZ内の在宅の避難行動要
支援者などの要避難者については、避難を開始する。

全面緊急事態となった場合には、 PAZ内の住民は避難を開始する。
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PAZ

みはまちょう

美浜町

つるがし

敦賀市

PAZ

（凡
例）

せいきょう

青郷地区

うちうら

内浦地区

たかはま

高浜地区

(C)2015ZENRIN(Z05E
-第175号)

美浜地域のPAZ
（美浜町及び敦賀市）

高浜地域
福井県内のPAZ

（高浜町）
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３-11 高浜地域における高浜町のPAZ内の住民避難先

兵庫県

県外避難

避難元 避難先

内浦
地区

三田市 ・駒ヶ谷運動公園

青郷
地区

宝塚市

・県立宝塚高等学校

・西公民館
・末広体育館
・県立宝塚西高等学校

・さらら仁川北公益施設
・宝塚市立中央公民館
・くらんど人権文化センター

高浜
地区

宝塚市

・県立宝塚北高等学校
・市立老人福祉センター
・東公民館
・市立スポーツセンター
・宝塚総合福祉センター
・県立宝塚東高等学校
・ピピアめふ公益施設

猪名川町
・猪名川スポーツセンター
・生涯学習センター
・文化体育館

避難元 避難先施設

内浦
地区

・ 敦賀市立松陵中学校
・ 敦賀市立少年自然の家

青郷
地区

・ 敦賀市立看護大学

・ 敦賀市立粟野南小学校
・ 敦賀市立体育館
・ 敦賀市立松陵中学校

高浜
地区

・ 敦賀市立中央小学校

・ 愛発公民館

・ 敦賀気比高等学校
・ 昭英高等学校

・ 敦賀市立角鹿中学校
・ 敦賀市中郷体育館
・ 福井県立敦賀工業高校

ＰＡＺ

ＵＰＺ

ｖ

PAZ内人口

内浦地区 652人

青郷地区 2,506人

高浜地区 4,493人

合計 7,651人

うち うら

せいきょう

たか はま

さん だ し

たからづかし

たからづかし

い な がわちょう

うち うら

せいきょう

たか はま

うち うら

せいきょう

たか はま

福井県高浜オフサイトセンター

敦賀市
つる が し

に がわ きた

しょうりょう

あわ の みなみ

あら ち

け ひ

つの が

＜避難方法＞

①自家用車

②バス等の車両による避難

③船舶、ヘリ等による避難

 原子力発電所が全面緊急事態に至った場合には、ＰＡＺ内の住民は自家用車で避難。
自家用車で避難できない住民はバスで避難（必要なバス台数を確保）。

 PAZ内の住民の避難先及び避難経路はあらかじめ複数設定。
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３-12 美浜地域におけるPAZ内の住民の避難先

 原子力発電所が全面緊急事態に至った場合には、ＰＡＺ内の住民は自家用車で
避難。自家用車で避難できない住民はバスで避難（必要なバス台数を確保）。

 PAZ内の住民の避難先及び避難経路はあらかじめ複数設定。
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避難元 避難先（県外）

美浜町
美浜東

小学校区

丹生

― ―竹波

菅浜

敦賀市

西浦地区

白木１丁目

奈良県※
生駒市コミュニ

ティーセンター
白木２丁目

PAZ内人口

美浜町

美浜東
小学校区

丹生 ２７２人

竹波 １００人

菅浜 ４１５人

敦賀市

西浦地区

白木１丁目 ６１人

白木２丁目 ０人

合計 ８４８人

＜避難方法＞

①自家用車

②バス等の車両による避難

③船舶、ヘリ等による避難

福井市
大野市
おお の し

おおい町
ちょう

生駒市
い こま し

避難元 避難先（県内）

美浜町
美浜東

小学校区

丹生

おおい町
おおい町立

大飯中学校
大野市※

富田公民館
竹波 大野市立富田小学校
菅浜 大野市立尚徳中学校

敦賀市
西浦地区

白木１丁目

福井市
福井市立

羽生小学校
－ －

白木２丁目

5km
PAZ

UPZ
30km

※おおい町に避難できない場合の避難先。

※福井市に避難できない
場合の避難先。

しょう とく

とみた

にゅう

たけなみ

すがはま

みはまちょう

みはまひがし

つるがし

にしうら しらき

しらき

ふく い し

にゅう

たけなみ

すがはま

しらき

しらき

ふくいし
ふくいし

はにゅう

おおい
おおのし とみた

にゅう

たけなみ

すがはま

しらき

しらき

ならけん
いこまし

ふくいし

みはまちょう

みはまひがし

つるがし

にしうら

みはまちょう

みはまひがし

にしうら

つるがし

ちょう

ちょう

ちょう



３-13 UPZ内における防護措置の考え方

UPZ内の防護措置の基本的な流れ

屋内退避

１週間程度内に
一時移転

緊急時
モニタリンクﾞ

毎時20μSv超過
（OIL2）と特定された
区域

毎時500μSv超過
（OIL1）と特定された
区域

速やかに避難等

放射性物質の放出

全面緊急事態

 全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階で、UPZ内住民は予
防的防護措置として屋内退避を開始する。

 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、原子力災害対
策指針で定める基準（OIL）に基づき、空間放射線量率が基準値を超える区域を
特定する。 OIL1に該当する毎時500μ㏜超過の区域を数時間内を目途に特定
し、当該特定された地域の住民は、速やかに避難等を行う。また、 OIL2に該当
する毎時20μ㏜超過の区域を１日内を目途に特定し、当該特定された地域の住
民は、1週間程度内に一時移転を行う。
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PAZ
UPZ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

PAZ
UPZ

美浜地域

高浜地域

PAZ内は
即時避難
PAZ内は
即時避難

UPZ内は
屋内退避
UPZ内は
屋内退避
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たかはま

３-14 UPZ内の住民の一時移転等（高浜地域）

 ＵＰZ内住民の一時移転等の避難先及び避難経路についてはあらかじめ設定。
 住民は自家用車等により避難。

ふくい

福井県４市町
県内避難先

つるがし

敦賀市他３市町

ふくいけん

福井県４市町
県外避難先

ひょうごけん さんだし

兵庫県三田市他１５市町

高浜オフサイトセンター

きょうとふ

京都府６市町
府内避難先

ふく ち やま し

福知山市他４市町
（同一市町内への避難を含む）

きょうとふ

京都府４市町
府内避難

きょうとし

京都市他９市町

きょうとふ

京都府７市町
府外避難先

ひょうごけん こうべし

兵庫県神戸市他１８市町
とくしまけん なるとし

徳島県鳴門市他２町

つる が し

ＰＡＺ

ＵＰＺ



27

みはま

３-15 UPZ内の住民の一時移転等（美浜地域）

 ＵＰZ内住民の一時移転等の避難先及び避難経路についてはあらかじめ設定。
 住民は自家用車等により避難。

しがけん

滋賀県２市
県外避難先

おおさかふ おおさかし

大阪府大阪市他42市町村

ふくいけん

福井県５市町
県内避難先

ちょう

おおい町他５市町

ぎふけん いびがわちょう

岐阜県揖斐川町
県内避難先

いびがわちょう

揖斐川町内他１市
しがけん

滋賀県２市
県内避難先
ながはまし

長浜市内他５市

ふくいけん

福井県４市町
県外避難先

ならけん ならし

奈良県奈良市他３市
ひょうごけん たんばし

兵庫県丹波市他10市町
いしかわけん こまつし

石川県小松市他１市
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うちうら おおうら

３-16 半島地域が孤立した場合の対応（内浦半島、大浦半島）

 PAZに該当する内浦半島（福井県高浜町）や、大浦半島の一部（京都府舞鶴市）については、自然災害等により住民が孤立した場合、
避難体制が整うまでは放射線防護対策施設を含む屋内退避施設にて屋内退避を実施し、その後、船舶やﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより海路及び
空路による避難を実施。

 道路管理者等は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の道路交通の確保
に努める。

うち うら たかはま おおうら まいづる

Ｈ
Ｈ

小黒飯漁港

内浦港

Ｈ

Ｈ

神野浦漁港

PAZ 旧音海小中学校

放射線防護施設
（収容可能者数： 150人）

屋内退避施設
（収容可能者数： 195人）

※ 利用する港については、被災状況等を考慮し選定
※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要な支援を実施。実動組織への要請後、

発電所や気象の状況等を踏まえ、必要に応じ警戒事態の段階においても、原子力施設近傍のヘリポート適地等へのヘリコプターの推進を調整するなど柔軟に対応。

＜凡例＞

：放射線防護施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：漁港・港湾施設

：放射線防護施設以外の屋内
退避施設（収容可能者数）

旧音海小中学校

日引漁港

内浦公民館

放射線防護施設

（収容可能者数： 120人）

Ｈ

若狭高浜漁協音海支所

屋内退避施設
（収容可能者数： 55人）

旧神野小学校

屋内退避施設
（収容可能者数： 293人）

旧日引小学校

屋内退避施設
（収容可能者数： 338人）

成生漁港

野原漁港
水ヶ浦漁港

成生漁村センター

屋内退避施設
（収容可能者数：60人）

大浦小学校

屋内退避施設
（収容可能者数： 300人）

大浦小学校グラウンド

田井ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｾﾝﾀｰｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ

内浦小中学校

大浦会館

放射線防護施設
（収容可能者数： 60人）

屋内退避施設
（収容可能人数： 150人）

舞鶴港等

船舶による避難

ヘリによる避難

和田港等

田井漁港

内浦半島

大浦半島

田井漁村センター

屋内退避施設
（収容可能者数： 100人）

た い

なり う

た い

ひ びき

ひ びき

うち うら

うち うら

おお うら

おお うら

おお うら

こう の

おと み

おと み

おと み

上瀬漁港

旧神野小学校
こう の

日引漁港

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

竜宮浜漁港
りゅうぐうはま

なり う

た い

みず が うら

うわ せ

ひ びき

うち うら

こう の うら

おぐるい

田井原子力防災センター

放射線防護施設

（収容可能者数： 80人）

た い

Ｈ

音海漁港
おと み

Ｈ旧日引小学校

Ｈ

関西電力音海
作業所駐車場

28



つるが

３-17 半島地域が孤立した場合の対応（敦賀半島）

29
※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要な支援を実施。実動組織への要請後、

発電所や気象の状況等を踏まえ、必要に応じ警戒事態の段階においても、原子力施設近傍のヘリポート適地等へのヘリコプターの推進を調整するなど柔軟に対応。

※ 利用する港については、被災状況等を考慮し選定

 PAZに該当する敦賀半島（美浜町・敦賀市）については、自然災害等により住民が孤立した場合、避難体制が整う
までは放射線防護対策施設を含む屋内退避施設にて屋内退避を実施し、その後、船舶やﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより海路及び
空路による避難を実施。

 道路管理者等は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期
の道路交通の確保に努める。

PAZ
丹生介護予防センター

（80人）

竹波原子力防災支援センター
（80人）

美浜町山東公民館菅浜分館
（57人）

白木公民館
（80人）

Ｈ

Ｈ

Ｈ

白木漁港岸壁

丹生漁港物揚場

菅浜漁港岸壁

立石漁港物揚場

浦底漁港
（浦底地区）桟橋

浦底漁港
（色地区）桟橋

浦底漁港
（手地区）桟橋

敦賀港

敦賀原子力館グラウンド
西浦小中学校

敦賀発電所岸壁

白木漁港

Ｈ

Ｈ

Ｈ

松原公園運動場

Ｈ

敦賀市総合運動公園陸上競技場

Ｈ

関西電力県道沿用地駐車場

みはまちょう つるがし

敦賀港鞠山南ヘリポート

田結海水浴場駐車場

船舶による避難

ヘリによる避難

＜凡例＞

：放射線防護対策施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：漁港

：放射線防護対策施設以外の屋内
退避施設（収容可能者数）

さんとう すがはま

たけなみ

にゅう

にゅう

しらき

しらき

しらき

たていし

うらそこ

うらそこ

すがはま

まつばら

うらそこ

にしうら

た い

まるやま



たかはま

３-18 自然災害等により孤立した場合の対応(高浜地域)

 UPZ内では全面緊急事態となった場合、屋内退避を行う。その後、住民避難等の指示が出た場合には、一時移転等を実施。
 UPZ内の半島部において、自然災害の発生等により住民が孤立した場合には、臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ（夜間対応可）や漁港を活用し、

空路や海路による避難を実施。また、空路や海路での避難体制が整うまで放射線防護対策施設を含む屋内退避施設にて屋内
退避を実施し、避難体制が十分に整った段階で一時移転等を実施。

 UPZ内の中山間地域においても、集落へのｱｸｾｽ道が寸断され、住民が孤立化した場合には、臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ（夜間対応可）を
活用し、空路による避難を実施。

 また、道路管理者等は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の道路
交通の確保に努める。

30

おおい町
名田庄地区

半島部 該当地区名 整備場所

大島半島 おおい町大島地区
大島漁港（はまかぜ交流セ
ンター西側）

内外海半島 小浜市内外海地区 泊区内場外離着陸場

常神半島 若狭町西浦地区 常神漁港駐車場

中山間地域 該当集落名 整備場所

おおい町名田庄地区 槇谷、虫鹿野、虫谷、木谷、堂本 名田庄中学校グラウンド

小浜市口名田地区 西相生、奥田縄、須縄 口名田小学校グラウンド

〃 遠敷地区 上根来、下根来 遠敷小学校グラウンド

若狭町熊川地区 河内 熊川小学校グラウンド

うち と み

つね がみ にしうら

な た しょう まきだに むし が の むしだに き だに どう もと

くち な た にし あい おい おく だ の す の

おにゅう かみね ご り しも ね ご り

くまがわ こ う ち

＜ＵＰＺ内半島部における臨時ヘリポート整備場所＞ ＜ＵＰＺ内中山間地域における臨時ヘリポート整備場所＞

中山間地域（例） おおい町名田庄地
区

堂本
槇谷

虫鹿野
木谷
虫谷

Ｈ

名田庄中学校

屋内退避施設
（収容可能者数：約770人）

名田庄小学校
屋内退避施設

（収容可能者数：約770人）

名田庄体育館
屋内退避施設

（収容可能者数：約650人）

おおしま おおしま

うち と み

おおしま

とまり

つねがみ

な たしょう

くち な た

おにゅう

くまがわ

な た しょう

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

あっとほーむいきいき館

屋内退避施設
（収容可能者数：約270人）

名田庄中学校
グラウンド

※ 利用する港については、被災状況等を考慮し選定

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施

和田港等

内外海漁港（堅海）

大島漁港（はまかぜ交流センター西側）

船舶による避難

PAZ
（大飯発電所のPAZ)

堅海児童センター

屋内退避施設
（収容可能者数： １０４人）

Ｈ

Ｈ
若狭ヘリポート
（大型ヘリ離着陸可能）

泊区内場外離着陸場

福井県栽培漁業センター
放射線防護施設

（収容可能者数：100 人）

はまかぜ交流センター
放射線防護施設

（収容可能者数： 155人）
屋内退避施設

（収容可能者数： 907人）

内外海漁港（泊）

小浜漁港（仏谷）

福井県立大学海洋生物
資源臨海研究センター

屋内退避施設
（収容可能者数：70人）

大島漁港（日角浜）

大島小学校
放射線防護施設

（収容可能者数：75人）
屋内退避施設

（収容可能者数：900人）

大島漁港（畑村）

Ｈ

Ｈ

ヘリによる避難

＜凡例＞

：放射線防護施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：漁港

：放射線防護施設以外の屋内
退避施設（収容可能者数）

大島半島

内外海半島
とまり

ほとけだに

はたむら

わかさ

かつみ

とまり

かつみ

うち と み

小浜港

みやどめ

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)

おおい町多目的グラウンド
（大型ヘリ離着陸可能）

半島部（例） 大島半島、内外海半島

大島漁港（南浦）

大島漁港（宮留）

ひつはま

敦賀港等

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)

ふくいけん

ふくいけん

つるが



みはま

３-19 自然災害等により孤立した場合の対応(美浜地域)

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体
の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施。※ 利用する港については、被災状況等を考慮し選定

 UPZ内では全面緊急事態となった場合、屋内退避を行う。その後、住民避難等の指示が出た場合には、一時移転等を実施。
 UPZ内の半島部において、自然災害の発生等により住民が孤立した場合には、臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ（夜間対応可）や漁港を活用し、空

路や海路による避難を実施。また、空路や海路での避難体制が整うまで放射線防護対策施設を含む屋内退避施設にて屋内退
避を実施し、避難体制が十分に整った段階で一時移転等を実施。

 UPZ内の中山間地域においても、集落へのｱｸｾｽ道が寸断され、住民が孤立化した場合には、臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ（夜間対応可）を活
用し、空路による避難を実施。

 また、道路管理者等は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の道路
交通の確保に努める。

：放射線防護対策施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：漁港

：放射線防護対策施設以外の屋内退避
施設（収容可能者数）

＜凡例＞

半島部 該当地区名 整備場所

敦賀半島 敦賀市西浦地区等 敦賀原子力館グラウンド

常神半島 若狭町西浦地区 常神漁港駐車場

内外海半島 小浜市内外海地区 泊区内場外離発着場

中山間地域 該当集落名 整備場所

美浜町新庄地区 新庄 旧新庄小学校グラウンド

敦賀市

咸新地区 谷 咸新小学校グラウンド

中郷地区 奥麻生 愛発公民館

黒河地区 山 黒河小学校グラウンド

若狭町熊川地区 河内 熊川小学校グラウンド

越前市王子保地区 瓜生野町、森久町 武生第六中学校グラウンド

越前町
常磐地区 頭谷 常磐小学校グラウンド

糸生地区 小川、真木 糸生小学校グラウンド

つね がみ

Ｈ

常神漁港駐車場

＜ＵＰＺ内半島部における臨時ヘリポート整備場所＞ ＜ＵＰＺ内中山間地域における臨時ヘリポート整備場所＞

常神漁港

小川漁港
遊子漁港

半島部（例） 若狭町常神半島

若狭三方漁業協同組合

屋内退避施設
（収容可能者数：約220人）

わかさ みかた

ゆうし

旧岬小学校

放射線防護対策施設
（収容可能者数：約100人）

屋内退避施設
（収容可能者数：約400人）

つねがみ

PAZ
5km

中山間地域（例） 美浜町新庄地区

うちとみ

美浜町
新庄 新庄

Ｈ

旧新庄小学校
グラウンド

旧新庄小学校

屋内退避施設
（収容可能者数：約100人）

かんしん

なかごう

くろ こ

いとう

うりゅうのおう し お

しんじょう

もりひさ

こうち

かしらだに

あらち

たけふ

ときわ

くろこ

31



たかはま

３-20 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施体制（高浜地域）

 高浜発電所の周辺地域では、発電所を取り囲むようにUPZに７４地点（PAZを除く福井
県：１９地点、京都府：３９地点、原子力事業者：１６地点）の測定局を用いて24時間監視
を実施。

 高浜発電所敷地内及びPAZ内では、１４地点の測定局で連続測定を実施。

モニタリングポスト(例)

モニタリングカー(例)
［走行サーベイ車］

可搬型モニタリングポスト(例)
[バッテリー付] 32



みはま

３-21 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施体制（美浜地域）

 美浜発電所の周辺地域では、発電所を取り囲むようにUPZに111地点（PAZを除く福井
県：65地点、滋賀県：20地点、岐阜県1地点、原子力事業者：25地点）の測定局を用いて
24時間監視を実施。

 美浜発電所敷地内及びPAZ内では、17地点の測定局で連続測定を実施。

モニタリングポスト(例)

モニタリングカー(例)
［走行サーベイ車］

可搬型モニタリングポスト(例)
[バッテリー付] 33



３-22 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の共有及び公表

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果は、緊急時放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報共有・公表ｼｽﾃﾑにより集約、 EMC等の関係
機関と共有し、防護措置の実施判断に係る検討に活用するとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより公表。

＜各種ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報＞

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

簡易型電子線量計

テ
レ
メ
ー
タ※

等

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等

測
定
結
果
の
集
約

測定結果の共有

測定結果を原子力規制委員会HPで公表

原子力災害
対策本部
（ERC）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

福井県
京都府
滋賀県
岐阜県

緊急時
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

（EMC）

原子力災害
現地対策本部
（オフサイトセンター）

原子力災害
対策本部
（官邸）

※テレメータ：モニタリング情報収集装置
34
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３-23 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計画

 防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、平成27年1月に「緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計
画」が策定された。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に備え、要員及び資機材の動員についてあらかじめ準備すべき
事項、動員の要請の手順等を定め、要員及び資機材の円滑な動員に資することを目的とする。

関係機関の保有資機材数（美浜地域の例）
（令和２年度調査による。福井県、滋賀県、岐阜県

関西電力を除く。）

＜概要＞

原子力災害対策指針においては、緊急時のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施に
当たって、国、地方公共団体及び原子力事業者は、目的を共有
し、それぞれの責任を果たしながら、連携し、必要に応じて補い
合うこと、関係指定公共機関は専門機関として国、地方公共団
体及び原子力事業者による緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを支援することとさ
れている。

動員計画においては、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に
備え、要員及び資機材の円滑な動員に資するため、
 地方公共団体、原子力事業者、関係指定公共機関等（以下

「関係機関」という）から動員可能な要員及び資機材の情報
の調査方法

 上述の情報の更新の方法
 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、原子力規制委員会・内閣府原子力

事故合同対策本部（全面緊急事態においては、原子力災
害対策本部）事務局及び関係機関の調整ﾌﾟﾛｾｽ

等について規定

要員
（数）

可搬型
モニタリング
ポスト（台）

モニタリング
カー（台）

国 １４ ６６ １９

道府県 ７９２ ２４４ ３７

原子力
事業者

５７８ ６２ ３１

関係指定
公共機関

９６ ６ ２

しがけんふくいけん ぎふけん



たかはま

３-24 高浜地域のPAZ内住民に対する安定ヨウ素剤の事前配布

 福井県高浜町及び京都府舞鶴市では、安定ﾖｳ素剤の住民説明会を開催し、
同時に事前配布を実施。今後も継続して未配布者に対するﾌｫﾛｰを実施。

 乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤についても事前配布と備蓄を実施。

36

PAZ

地 区 住民数
（人）

配布者数
（人）

福井県

高浜町

内浦

青郷

高浜

7,651 4,606

京都府

舞鶴市

松尾

杉山
55 52

大山/田井

成生/野原

491 434

福井県高浜町は平成31年3月現在
京都府舞鶴市は令和元年8月現在

福井県

＜PAZに準じた避難を
行う地域＞

京都府

成生地区

田井地区
た い

杉山地区

大山地区

野原地区

松尾地区

の はら

なり う

すぎやま

おおやま

まつ お

内浦地区
うち うら

高浜地区
青郷地区

せい きょう

たかはま

うち うら

せい きょう

たか はま

まつ お

すぎやま

な り う のはら

おおやま た い

たかはまちょう

まい づる し

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)



みはま

３-25 美浜地域のPAZ内住民に対する安定ヨウ素剤の事前配布

 福井県美浜町及び敦賀市では、安定ﾖｳ素剤の住民説明会を開催し、
同時に事前配布を実施。今後も継続して未配布者に対するﾌｫﾛｰを実施。

 乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤についても事前配布と備蓄を実施。

37

地 区
住民数

（人）
配布者数

（人）

美浜町

美浜東小学校区

(丹生・竹波・管浜)

７８７ ６４６

敦賀市

西浦地区

（白木1・2丁目）

６１ ５２

合計 ８４８ ６９８

※対象住民数：令和２年４月現在
※配布者数：令和２年４月現在

PAZ

西浦地区

（白木1・2丁目）

敦賀市

丹生

竹波

菅浜

白木
5km

美浜東小学校区

(丹生・竹波・管浜)

美浜町

しらき

にゅう

たけなみ

すがはま

しらき

にゅう たけなみ すがはま

みはまちょう

つるがし

つるがし

にしうら

しらき

にしうら

みはまちょう

にゅう たけなみ すがはま

みはまひがし

みはまひがし



PAZ

UPZ

福井県内：５２箇所中
高浜地域周辺備蓄１２箇所

安定ﾖｳ素剤備蓄場所

県及び市町職員により、安定ﾖｳ素剤の搬送を実施

計４０箇所

一時集合場所等
（計３０箇所）

高浜町 ：５箇所

おおい町：４箇所

小浜市 ：１７箇所

若狭町 ：４箇所

安定ﾖｳ素剤の緊急配布を実施

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

＜福井県における安定ヨウ素剤の主な備蓄場所＞

（凡例）

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：安定ヨウ素剤緊急配布場所

 福井県では避難住民に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、備蓄を実施。ま
た、併せて、乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤の備蓄を実施。

 緊急配布は県及び関係市町職員が、備蓄先より一時集合場所等に設置する緊
急配布場所に搬送の上、対象住民に順次配布・調整を実施。

38

３-26 一時移転等を行う住民等のための安定ﾖｳ素剤の備蓄と緊急配布
たかはま

（高浜地域）



３-27 一時移転等を行う住民等のための安定ﾖｳ素剤の備蓄と緊急配布
みはま

（美浜地域）

福井県内：５３箇所中

美浜地域周辺備蓄：３５箇所

安定ヨウ素剤備蓄場所

県及び市町職員により、安定ヨウ素剤の搬送を実施

一時集合場所等
（計８１箇所）

美浜町 ：１０箇所

敦賀市 ：２４箇所

若狭町 ： ４箇所

小浜市 ：１１箇所

南越前町 ： ５箇所

越前市 ：１９箇所

越前町 ： ８箇所

安定ヨウ素剤の緊急配布を実施

＜福井県における安定ヨウ素剤の主な備蓄場所＞

（凡例）

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：安定ヨウ素剤緊急配布場所

つるがし

みはまちょう

わかさちょう

みなみえちぜんちょう

おばまし

えちぜんし

えちぜんちょう

PAZ

UPZ

ふくいけん

みはま

ふくいけん

 福井県では避難住民に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、備蓄を実施。ま
た、併せて、乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤の備蓄を実施。

 緊急配布は県及び関係市町職員が、備蓄先より一時集合場所等に設置する緊
急配布場所に搬送の上、対象住民に順次配布・調整を実施。

39



 避難退域時検査は、県内及び県外への避難を想定し選定した候補地において実施。なお、ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値の上昇
等により、当該検査場所が使用できなくなることも想定し、複数の候補地をあらかじめ準備。

たかはま

３-28 避難退域時検査場所の候補地（高浜地域）

舞鶴東IC

福知山IC

綾部IC

PAZ

UPZ

※綾部ＰＡを経由

わかさ くま がわじゅく

若狭町上中庁舎

美浜町役場

道の駅若狭熊川宿

野田川わーくぱる

丹波自然運動公園

綾部工業団地・
交流プラザ

綾部ＰＡ
（あやべ球場）※

美山長谷運動広場

綾部市中央公民館

南条SA

わか さ ちょう かみなか

県若狭合同庁舎

長田野公園体育館

道の駅
てんきてんき丹後

三段池公園

み やま ながたに

加斗ＰＡ

小浜西ＩＣおさ だ の こうえん たい いく かん
お ばま

か とさん だんいけこうえん

ゼミナールハウス
(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

わか さ くま がわ しゅく

大飯高浜IC

小浜市総合運動場

道の駅名田庄
な た しょう

なん じょう

うみんぴあ大飯
おお い

きのこの森

わか さ こいかわ

若狭鯉川海水浴場

敦賀市総合運動公園

舞鶴西IC

小浜西IC

み かた ご こ

三方五湖PA

【凡例】

福井県が準備する候補地

京都府が準備する候補地

舞鶴若狭自動車道

国道２７号

小浜IC

40

たんご

のだがわ

あやべ

あやべし

わかさ

みはま

つるがし

おばまし

あやべ

たんば



 避難退域時検査は、県内及び県外への避難を想定し選定した候補地において実施。なお、ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値の上昇
等により、当該検査場所が使用できなくなることも想定し、複数の候補地をあらかじめ準備。

みはま

３-29 避難退域時検査場所の候補地（美浜地域）

PAZ

UPZ

【凡例】

福井県が準備する候補地

岐阜県が準備する候補地

舞鶴若狭自動車道

国道27号

滋賀県が準備する候補地

北陸自動車道

国道８号

名神高速道路

春日IC

舞鶴西IC

綾部IC

大飯高浜IC

小浜西IC

小浜IC 若狭上中IC

若狭三方IC

若狭美浜IC

敦賀JCT

福知山IC

綾部JCT

今庄IC

武生IC

鯖江IC

福井IC

福井北IC

木之本IC

小谷城IC

長浜IC

米原IC

米原JCT

福井北JCT

湖東三山IC

県産業会館

県立音楽堂

県産業振興施設

刀根PA

きのこの森

ふくいけん

しがけん

ぎふけん

福井市きらら館
ふくいし

敦賀市総合運動公園
つるがし

小浜西IC
おばまにし

若狭鯉川海水浴場
わかさこいかわ

うみんぴあ大飯
おおい

六路谷検問所
ろくろだに

鎌倉交差点
かまくら

加斗PA
かと

道の駅名田庄
なたしょう

小浜市総合運動場
おばまし

今津総合運動公園
いまづ

朽木中学校
くつき

道の駅若狭熊川宿
わかさくまがわじゅく

若狭合同庁舎
わかさ

若狭町上中庁舎
わかさちょうかみなか

三方五湖PA
みかたごこ

湖北体育館
こほく

新旭体育館・

新旭武道館

しんあさひ

しんあさひ

彦根IC
道の駅藤樹の里あどがわ・

安曇川図書館

とうじゅのさと

あどがわ

長浜IC
ながはま

長浜バイオドーム
ながはま

揖斐川健康広場
いびがわ

木之本ＩＣ
きのもと

越前水仙の里
えちぜんすいせんのさと

美浜町役場
みはまちょう

国交省山中基地
やまなか

美山アンデパンダン広場
みやま

北鯖江PA
きたさばえ

賤ケ岳SA
しずがたけ

国交省新道基地
しんどう

とね

疋田検問所
ひきだ

南条SA
なんじょう

まいづるわかさ

ほくりく

めいしん
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３-30 感染症※1の流行下でのPAZ内の防護措置

42

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（ＰＡＺ）＞

 感染症の流行下において原子力災害が発生した場合、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や
屋内退避等の各種防護措置を行う。

 具体的には、PAZ内の住民が避難を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）などにおける感染拡大を防ぐため、感染者とそれ
以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況及び避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ
車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

実避難等の実施 避難先

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（ＰＡＺ）＞

※１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第二条第一項に定める新型インフルエンザ等を指す。
※２ 軽症者等とは、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者のこと。また、既にUPZ外のホテル等において、療養等している場合あり。
※３ 濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。

感染者
（軽症者等）

それ以外の者

放射線防護対策施設等で屋内退避を継続
 それ以外の者とは別の施設で屋内退避。

 それ以外の者とは、別施設に避難。
また、施設内では密集を避ける。

施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者
等

一
般
住
民

感染者
（重症者）

避難の実施
により健康
リスクが高
まらない者

手
洗
い
・
消
毒
・
マ
ス
ク
着
用
・
一
定
の
距
離
確
保
等
の
感
染
予
防
策
を
徹
底

それ以外
の者

感染症指定医療機関等で治療

避難所等
 感染者（軽症者等）は、それ以外

の者とは隔離するため、別施設
や個室等に避難。また、密集を
避ける。

 避難先施設では、密集を避ける。

感染者
（軽症者等）

それ以外
の者

避難の実施
により

健康リスク
が高まる者 放射線防護対策施設等で屋内退避を継続

 感染者（軽症者等）とは別の施設で屋内退避。
【
Ｓ
Ｅ
】

避
難
等
開
始

 感染者（軽症者等）は、それ以外
の者とは隔離するため、別施設
や個室等に避難。また、密集を
避ける。

 感染者とは、別施設に避難。また、
施設内では密集を避ける。

 避難先施設では、密集を避ける。

感染者
（軽症者等）

※２

 それ以外の者とは、別々の車両で避難。

避難車両
 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分

散して避難。
（例）

・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクの着用、座席を十分離して着席する。

 感染者（軽症者等）とは、別々の車両で避難。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

【
G
Ｅ
】

避
難
等
開
始

バス避難者等の一時集合場所等

 密集を避け、極力分散して集合。
（例）
[感染者（軽症者等）]

・ 一時集合場所等を経由せず、直接指定さ
れた避難施設へ避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による体調確認を行う。
・ 一時集合場所等の中で分ける。ただし、別

部屋に分けられない場合は、同部屋内で十
分な間隔を確保する。

・ 一時集合場所等の場所を分ける。

自宅等で
避難準備

 指定避難所等に避難を実施する場合
は、密集を避け、極力分散して避難。

（例）
[感染者（軽症者等）]

・ 別車両により、指定された避難施設へ
避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による体調確認を行う。
・ 施設内の別部屋に分ける。ただし、別

部屋に分けられない場合は、同部屋内
で十分な間隔を確保する。

・ 避難施設の場所を分ける。

※３

避難元

※２

※３

※３

※２



３-31 感染症※1の流行下でのUPZ内の防護措置

 感染症の流行下において原子力災害が発生した場合、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や

屋内退避等の各種防護措置を行う。

 具体的には、UPZ内の住民が一時移転等を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）などにおける感染拡大を防ぐため、

感染者とそれ以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 自宅等で屋内退避を行う場合には、放射性物質による被ばくを避けることを優先して屋内退避を実施し、換気については、屋内退避の指示が出され

ている間は原則行わないこととする。また、自然災害により指定避難所等で屋内退避する場合は、密集を避け、極力分散して退避することとし、これ

が困難な場合には、市町村が開設する近隣の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ避難する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況及び避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ

車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

実避難等の実施避難元

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（UPZ）＞

それ以外
の者

感染者
（重症者）

手
洗
い
・
消
毒
・
マ
ス
ク
の
着
用
・
一
定
の
距
離
確
保
等
の
感
染
予
防
策
を
徹
底

一
時
移
転
等
開
始

バス避難者
等の一時集
合場所等
 密 集 を 避

け、極力分
散して集合。

（例）
[感染者（軽症者等）]
・ 一時集合場所

等を経由せず、
直接避難施設
へ避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による

体調確認を行
う。

・ 一時集合場所
等の中で分け
る。ただし、別
部屋に分けら
れない場合は、
同部屋内で十
分な間隔を確
保する。

・ 一時集合場所
等の場所を分
ける。

避難車両

 バス等で避難する際は、密集を避け、
極力分散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

避難所等

 感染者（軽症者等）は、そ

れ以外の者とは隔離する

ため、別施設や個室等に

避難。また、密集を避け

る。

Ｕ
Ｐ
Ｚ
内
の
住
民

避難先

屋内退避
 自宅等でも、放射性物質による被

ばくを避けることを優先して屋内
退避を実施し、換気については、
屋内退避の指示が出されている
間は原則行わない。

 指定避難所等で屋内退避を実施
する場合は、密集を避け、極力分
散して退避。

（例）
[感染者（軽症者等）]

・ 別車両により、指定された避難施
設へ避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による体調確認を行う。
・ 施設内の別部屋に分ける。ただし、

別部屋に分けられない場合は、同
部屋内で十分な間隔を確保する。

・ 避難施設の場所を分ける。

 避難先施設では、密集を

避ける。

 バス等で避難する際は、密集を避け、
極力分散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

避難退域時
検査場所

 密 集 を 避
け、極力分
散して検査。

（例）
・ 一時集合場

所 を 経 由 せ
ず に 直 接 来
た 者 は 、 検
温 等 に よ る
体 調 確 認 を
行う。

・ 検査場所等
の 中 で 分 け
て検査する。

感染症指定医療機関等で治療

※１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第二条第一項に定める新型インフルエンザ等を指す。
※２ 軽症者等とは、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者のこと。また、既にUPZ外のホテル等において、療養等している場合あり。
※３ 濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。

感染者
（軽症者等）

※２

※３
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１．内閣府（原子力防災担当）について

２．原子力災害時における国・自治体の体制

３．地域防災計画等の充実に向けた取り組み

４．地域防災力向上に向けた更なる取り組み



４-１ 地域防災力向上に向けた更なる取り組み

 福井エリア地域原子力防災協議会等を通じて、国と関係自治
体が一体となって、引き続き、各自治体の地域防災計画、避難
計画の充実・強化等を全面的に支援していく。

 放射線防護対策等のための資機材の整備等に関して、今後
も継続して、関係自治体の要請に応じて財政的な支援を行う。

 国や関係自治体が実施する原子力防災訓練で明らかになっ

た教訓事項を抽出し、各自治体の地域防災計画、避難計画に
反映させていく。

地域防災計画・避難計画の整備に「完璧」や
「終わり」はなく、今後も継続的に、避難計画
の充実・強化に努めていく。

45

福井エリア地域（高浜地域、美浜地域、大飯地域）の緊急時対応はこちら
https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kyougikai/02_fukui.html


